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問題意識

少子高齢化・人口減少の進む日本において豊か
さを維持していくためは，労働者の時間当たり付
加価値生産性を高めることが必要である。そのた
めに教育や職業能力開発が果たす役割は大きい。
経済のグローバル化や AI などの技術革新の進展
する中でその重要性は増している。

しかし，国際的にみると OECD 諸国の中で日
本は GDP に占める企業の職業能力開発費の割合
が「突出して低い」水準にとどまっており，経年
的にも低下が続いていることが指摘されている

（厚生労働省 2018）。最近の景気回復の中で，企業
の労働者一人当たりの能力開発費はやや回復傾向
にあるものの，OECD 諸国の中で「突出して低い」
ことに変わりはないと思われる。

技能形成は日本の雇用システムの中で重要な位
置を占め，新規学卒一括採用，長期雇用，賃金制
度など他の制度・慣行と補完的であることが指摘
されてきた。中でも重要なのが OJT である。こ
れらの制度・慣行は OJT による技能の形成を促
進する効果をもっていた。このことを踏まえる
と，上述のような日本の GDP に占める企業の職
業能力開発費が「突出して低い」ことは驚くべき
ことである。

OECD の PIAAC 調査は，16 〜 65 歳の成人を
対象として，各国共通の調査票で読解力などのス
キルの習熟度を測定するとともに，学歴や現在と
過去の就業状況，賃金などに加えて能力開発につ
いても詳しく調べている。この PIAAC 調査の結
果を分析した研究も参照しながら，日本の OJT
について考えてみたい。

OJT の定義

日 本 で は 企 業 内 訓 練 を Off-JT（Off-the-Job 
Training，集合訓練）と OJT（On-the-Job Training，
職場訓練）に分類する。Off-JT は仕事（職場）か
ら離れて研修所などで行われる訓練である。OJT
は職場で仕事をやりながら上司や先輩等の指導の
もとで仕事を覚えていく訓練である。しかし，海
外では，OJT（On-the-Job Training）という用語
は訓練をする場所がどこであれ，企業に在職中に
行われる訓練，つまり企業内訓練のことを指す場
合が多い（脇坂 2019）。

フォーマルな（あるいは計画的）OJT とは，指
導者が指名されており，訓練成果のチェック項目
が書かれているなど，観察しやすい指標が設定さ
れている OJT を指す。多くはキャリアの初期の
訓練である（小池 2005）。フォーマルな OJT 以外
にも，インフォーマルな OJT がある。実務経験
を積みかさねて技能を習得することである。仕事
をやりながら，わからないことを先輩にたずねて
自分で勉強し仕事を覚えていく。インフォーマル
な OJT の重要性は 1960 年代の人的資本理論の草
創期から指摘されていた（Arrow 1962, Mincer 
1962）。高度な技能はインフォーマルな OJT で形
成される（小池 2005）。最近海外でもインフォー
マル OJT の重要性が再認識されている（de Grip 
2015）。しかし，インフォーマルな OJT を計量的
に測ることは難しい。小池（2005）はインフォー
マルな OJT を測る方法として，キャリア（「長期
に経験する関連の深い仕事群」）としてとらえると
いう方法を採用している。

OJT が大切なのは，言葉や図で特定し，表現
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できない知識・技能があるからである。それを学
ぶためには職場で仕事をしながら学ぶ必要があ
る。そして，学ぶ者の能動的な姿勢が重要である。
小池・猪木（1987）は東南アジア 2 カ国と日本の
装置産業の企業でのヒアリング調査から，日本の
生産労働者の生産性が最新設備を備えた他のふた
つの国よりも 3 倍程度高く，その技能形成は主に
OJT によることを明らかにしている。

OJT によって形成される技能が必ずしも企業
特殊的とはいえない。たとえば，職人の技能形成
は OJT だが流動性は高い。小池（2005）は技能
の企業特殊性はむしろキャリアの組み方の違いに
よるのではないかと指摘している。

日本の雇用システムと技能形成

日本の技能形成については，ヒアリング調査に
よる綿密な実証分析を行った数多くの研究があ
る。小池（2005）によると，日本の大企業の生産
労働者のもつ技能で重要なものは問題処理能力と
職場に発生する種々の変化への対応能力（＝知的
熟練）である。具体的には，生産の仕組みや機械
の構造に関する知識を持っていて比較的簡単な故
障であれば修理できる技能であり，また，治具・
工具の段取り替えが効率よくできる能力，職場の
他の持ち場を担当できる能力，他の労働者に仕事
を教えることができる能力，さらには，生産方法
が変わった時，技術者と協力して効率的な生産ラ
インの組み方に関して助言できる能力，などであ
る。こうした技能を生産現場の生産労働者が持っ
ていて，現場で問題や変化への対応ができること
が高い生産性につながる。

技能形成は長期の幅広い OJT と節目節目での
Off-JT によって行われるが，OJT が中心である。
変化や問題への対処は重要なものほどマニュアル
化できないものが多い。したがって，長い時間を
かけて職場の中でやさしい仕事から徐々に難しい
仕事へと関連の深い色々な仕事を実地に経験しな
がら技能形成をする OJT による方法が効率的で
ある。また，こうした経験に基づく知識を整理し，
機械の構造などに関する工学的な知識を身に付け
るために Off-JT を行う。

さらに，賃金制度の中に技能形成へのインセン

ティブが存在する。日本の賃金制度には，能力給
的な部分があり，技能の向上が賃金の上昇に結び
つく度合いが大きい。すなわち，基本給は資格給
であり，定期昇給がある。定期昇給の昇給幅や昇
格が能力の査定結果を反映して決定される。ま
た，評価の透明性を高めるため，上司の査定によ
る各労働者の技能の幅と深さは一覧表（仕事表）
にして職場に張られている。

ホワイトカラーでは総じて日本と欧米諸国との
差はあまりない。小池・猪木（2002）は日本とア
メリカ，イギリス及びドイツ四カ国について大卒
ホワイトカラーの技能形成の実態を聞き取り調査
とアンケート調査によって比較・分析し，つぎの
ようにまとめている。第一に，技能形成の核心で
ある経験の幅に関して，どの国でも「やや幅広い
1 職能型」ないし ｢主＋副型｣ が優位であること
である。すなわち，大卒ホワイトカラーの技能形
成は，職能の中でさまざまな小領域を経験して行
われる傾向があるということである。第二に，
Off-JT は欠かせないが技能形成の主役にはなりえ
ず，社会的資格は，職業の入り口でものをいうに
すぎないという点である。第三に，資格給が大卒
ホワイトカラーの報酬制度として広く普及してい
ることである。資格給とは，仕事等級を示す社内
資格ごとに基本給が範囲給で決まる方式をいう。
つまり，資格ごとの単一給ではなく，同じ資格で
も基本給に幅があり，その幅の中を査定つきの定
期昇給で上がっていく賃金制度である。このよう
な資格給は，職場のさまざまな仕事を経験して技
能を高めるという技能形成システムと補完的な役
割を果たすと考えられる。

相違点として，第一は，日本は新卒中心の採用
でその後も内部昇進優先タイプなのに，他国はそ
うでない。第二に，日本は「遅い選抜」であるが，
他国では大勢は「早い選抜」である。第三は，下
積みの仕事経験の有無である。日本にはあるが，
他の国ではみられなくなった。

PIAAC調査

OECD は，2011 〜 2012 年に 24 の加盟国・地
域 で 第 一 ラ ウ ン ド の PIAAC 調 査（Survey of 
Adult Skills）を実施した。その後，2018 年まで
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に加盟国を中心に合計 39 カ国に拡大している。
この調査では 16 〜 65 歳を対象として，仕事や日
常生活で必要とされる汎用的スキルのうち「読解
力」「数的思考力」「IT を活用した問題解決能力」
の 3 分野のスキルの習熟度を直接測定している。
また，成人の教育・能力開発の状況，スキルの使
用状況，就業状況，健康状態，社会的活動等への
参加等についても調査されている。各国共通の調
査票を用いてこれだけ詳細な教育・能力開発・労
働に関する情報を収集した調査は貴重である。し
かも個票データが公開されている。2022 年には
第 2 回目の PIAAC 調査が予定されている。詳し
くは深町（2014）を参照されたい。

日本の特徴

PIAAC 調査では日本の興味深い特徴が明らか
になっている（国立教育政策研究所 2013）。

第一に，読解力スキル，数的思考力スキルの習
熟度で日本は参加国中最も高い得点を挙げている
ことである。しかも得点の分散が小さく，格差が
小さい。ただし，日本のスキルの使用頻度は低い。

第二に，賃金圧縮の程度が大きいことである。
つまりスキルの習熟度の低い者と高い者の間の賃
金格差が小さい。

第三に，日本の大卒比率は OECD 平均程度で
ありながら，大卒以上レベルの「過剰教育」の割
合が最も高い国であることである。大卒以上の学
歴を持ちながら，大卒の学歴を必要とせず，高卒
程度の学歴で十分こなせる仕事に就いている者の
割合が最も高い。日本では大卒労働者が若年期に
下積みの仕事をする傾向があることや学歴を要件
とするポストが少ないことなどが考えられる。

PIAAC調査で測る日本のOJT

Fialho et al.（2019）は PIAAC 調査を用いて，

企業内訓練の受講率や受講時間，賃金や労働生産
性への効果を推計している。企業内訓練をフォー
マル訓練，ノン・フォーマル訓練，インフォーマ
ル学習に分類している。フォーマル訓練は大学や
専門学校等の正規の教育機関における資格取得の
ための社会人向け教育である。ノン・フォーマ
ル訓練は，「計画的に一定期間行われる研修，指
導，実践」とあり，Off-JT ＋フォーマル（計画
的）OJT のことである。インフォーマル学習は
インフォーマル OJT のことである（表 1）。いず
れも調査時点前 1 年間に受講した者を対象として
いる。

推計された受講率や受講時間をみると，イン
フォーマル学習が企業内訓練では最も多く受講
されている訓練形態である。フォーマル訓練を
除く企業内訓練の全受講時間のうち，80％がイ
ンフォーマル学習である。また，OECD 平均で
インフォーマル学習，ノン・フォーマル訓練及
び フォーマル訓練の受講率は，それぞれ 70％，
41％及び 8％である。日本ではフォーマル訓練，
ノン・フォーマル訓練は比較的低いものの，イン
フォーマル学習は他の国と同程度である。こうし
た傾向はドイツやフランスでもみられる。

企業内訓練の受講が賃金に与える影響をみる
と，ノン・フォーマル訓練が 11％，インフォー
マル学習が 3.5 ％，それぞれ賃金を引き上げる効
果がある。しかし，フォーマル訓練は逆に賃金を
引き下げる効果があり，労働者も費用負担をして
いることがうかがえる。一方，インフォーマル
学習の受講は生産性（労働時間当り付加価値）を
5％高めている。ただし，これらは短期的な効果
である。

Squicciarini et al.（2015）は企業内訓練への投
資額の GVA（総付加価値額）比を推計している。
推計結果をみると，日本，韓国，イタリア，フラ

表 1　企業内訓練の分類の比較

Fialho et al. （2019） Squicciarini et al. （2015） 日本の分類

フォーマル訓練 フォーマル訓練 正規の教育機関での資格取得
等のための社会人教育

ノン・フォーマル訓練 OJT
Off-JT

計画的 OJT
インフォーマル学習 インフォーマル学習 インフォーマル OJT
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ンス，ドイツといった国々では比較的低い。一
方，アメリカやイギリス，カナダ，オーストラリ
ア，北欧諸国などで高くなっている。その差は主
にフォーマル訓練（＝資格取得のための社会人教
育）への投資額の差に起因する（図 1）。後者の
国々ではフォーマル訓練の受講率が比較的高く，
かつ大学などの授業料が高い。つまり，厚生労働
省 （2018） が指摘した日本の GDP に占める企業
内訓練費の割合が「突出して低い」という事実は，
職業資格等に関する制度・慣行の違いに起因して
いる可能性がある。

スキル使用とHPWP（高効率作業慣行）

PIAAC 調査では生産性の代理指標として技能
の使用頻度を使っている。労働者が持っている技
能と実際に生産活動で発揮される技能とを区別す
るという発想に基づいている。技能の使用頻度は
アンケートでたとえば読解力スキルであれば

（年，月，週といった期間に）メールを書く頻度を
聞いており，その回答から作成されている。技能
の使用頻度が高いことは，労働者にとっては高い
賃金や高い仕事満足度をもたらし，マクロレベル
では，一人当たり GDP（生産性）との相関が正で
有意であることがわかっている。

生産性は労働者の技能水準だけでなく，人的資
源管理や労使関係等の制度的な要因によっても影
響を受ける。職場がどのように組織されている
か，あるいは仕事がどのように設計され，どのよ

うな人的資源管理が行われているかによる。
HPWP（ ＝ High Performance Work Practices（ 高
効率作業慣行））は，問題解決チーム，ジョブロー
テーション，訓練，選抜的採用，雇用保障，イン
センティブ報酬（能力給，ボーナス），情報共有な
どから成り，主にブルーカラー職場での労働生産
性を向上させるための革新的な人的資源管理を意
味する。アメリカでは 1980 年代から取り入れる
企業が増えている。そして，いくつかの研究では，
厳密な実証分析によって実際に高い生産性をあげ
ていることが明らかにされている（Ichniowski 
and Shaw 2003）。

OECD（2016）は，PIAAC 調査の結果を用いて，
HPWP の導入度合いを測る HPWP 指標を作成し
ている。そして，技能の使用頻度（＝生産性の代
理指標）の分散を労働者の技能習熟度，HPWP 指
標，企業規模，職業，産業，国特性といった要因
に分解している。その結果，技能使用の分散へ最
も寄与が大きかったのが HPWP 指標であること
を見出している。このことから OECD は，企業
が HPWP を導入することの意義を強調している。

しかし，この OECD の分析においては，日本
の HPWP 指標は高くない。HPWP はもともと
1980 年代までの日本のブルーカラーの職場の高
い生産性の要因について諸外国で研究され，提案
されているものである。その指標で日本が低いの
はなぜか。実は OECD の HPWP 指標には，ジョ
ブローテーションや能力給，査定の有無など日本
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図 1　企業内訓練投資（GVA比）
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の職場の作業組織の重要な要素が取り入れられて
いない 1）。

なお，日本の製造業や自働車産業に関しては，
上述のような日本の OJT の特徴を踏まえた斬新
な実証研究がある（黒澤他 2007；佐々木・山根 
2012；Ariga et al. 2013）。

むすびにかえて

本稿では，聞き取り調査を中心にした研究成果
や PIAAC 調査を用いた国際比較研究などを踏ま
えて，日本の企業内訓練，とりわけ OJT につい
て考察した。その結果，改めて日本が OJT への
投資で他国に劣っていないことやインフォーマル
OJT の重要性が明らかになった。インフォーマ
ル OJT を受講している労働者は Off-JT や計画的
OJT の受講率も高い。また，賃金や付加価値生
産性を高める効果も認められる。そして，職場組
織や作業慣行がインフォーマル OJT の促進や効
果に大きな影響を与えていることもわかった。イ
ンフォーマル OJT が高い効果をもたらす職場づ
くりが求められる。その際労働者の能動的な参加
が重要である。働くことが学ぶことであるならば
働き方改革は学び方改革でもある。

バブル崩壊後の長期不況下で日本の雇用システ
ムには大きな変化があった。成果主義的賃金制度
の導入，女性労働者や非正規雇用者の増大などで
ある。しかし，成果主義的賃金制度（役割給等）
は運用次第で技能形成を最も必要とする非管理職
層の技能形成へのインセンティブが失われないよ
うにすることはできる。女性労働者や非正規雇用
者の能力開発については，両立支援策等による雇
用の継続や非正規から正規雇用への転換ができる
環境を整備することなどが考えられる。また，社
会的な職業能力評価制度を整備することも提案さ
れている（原 2014）。さらに，企業内で正規労働
者と非正規労働者の技能を同じ仕事表にまとめる
ことで正規労働者への転換を促進することも試み
られている（脇坂 2019）。そして，就職氷河期世
代は OJT による能力開発の機会を失った世代で
ある。適切な支援が求められる。

 1）OECD の HPWP 指標は，作業の順番，方法，スピードに
関する裁量性，同僚との協業・協力，情報共有，時間管理，
業務計画立案，労働時間の柔軟性，訓練，賞与等に関する回
答から作成される。
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